



































































































なる世帯を指す。公的年金の所得代替率（61 .7％）＝モデル世帯の年金支給額（22万円：夫婦 2 人の基礎年








表 1　年金制度の国際比較	 表 1　年金制度の国際比較（つづき）
国名 アメリカ イギリス スウェーデン オーストラリア 日本
年金制度改革 1983年、レーガン年金改革
　　　（支給開始年齢および保険料引き上げ）
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額支給は、現在、約65,000円であるため、その 2 分の 1 では32,000円余りとなり、これでは
到底、生活が成り立たない。さらに、2. でふれたように、マクロ経済スライドによる調整終





























平均所得の 2 分の 1 の所得であった年金受給者の所得代替率は、34.0％となっている。また、
イギリスの場合も、平均的な所得の稼得者では、強制的な公的年金の代替率は21.7％と低い












11） OECD Pensions at a Glance 2019、および、年金シニアプラン総合研究機構（2020）『年金と経済（特集　
各国の年金制度）』第39巻第 2 号などによる。
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　　　年金制度の種別 *　（確定給付） 36.4% 43.3%




　　　年金制度の種別 *　（確定給付） 70.7% 62.4%






























































































う想定で設定されている。実際、2018年 1 月時点では、NEST 資産の99％超がターゲット・
デート・ファンド（NEST リタイアメント・デート・ファンド）で運用されている。また、
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